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緒 言
高齢者は怪我や骨折などによる急性の痛みや、加齢
による筋・骨格系の慢性の痛みを抱えている。それら
の痛みは不安を引き起こし、前途を暗くし、さらに日
常生活の制約を伴ってくるというようにあまりよい方
向には事を運ばない。このような高齢者の痛みについ
ての調査研究では、どの程度の人口割合で痛みがどの
身体部位に発生しているか１～４）といったものや、それ
らの痛みのために不安感が強くなり、健康感が損なわ
れ、さらに日常生活、特に移動やトイレ動作が制限さ
れるといったもの５、６）が多い。しかし、高齢者が訴える
痛みに対する医療者側の対応がなされているかどうか
についての調査は少ない。そこで、筆者らは高齢者の
痛みの発生状況とそれらへの医療者の対応がどのよう
になされているかを調べることを目的として調査を行
なった。
方 法
筆者らはＯ県の介護保険審査会の２地域にそれぞれ
所属しており、医療・保健の立場から、高齢者の介護
度判定のための調査員による調査および医師の意見書
からの資料に目を通し、一次判定の結果との不具合を
調整している。それら資料の中から痛みに対する記載
がみられたケースについて年齢、性別、生活場所、介
護度、痴呆老人自立度、関節拘縮の程度、移動動作の
程度、第一位の病名、痛みの部位、対応の有無と種類
を取得した。これらの取得については、審査会担当者
に研究目的を告げ、口頭により許可を受けた。さらに
データの取得および分析にあたっては、個人情報の秘
匿に十分注意した。
期間は２００３年７月から２００４年６月までの１年間とし
た。
分析には SPSS １２．０J for Windowsを使用し、２変
数間の関連の仕方についてはクロス集計を用い、関連
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要 旨
高齢者には加齢による筋・骨格系からの痛みの発生が多い。これらは慢性の経過をたどることが
多く、次第に日常生活の制約につながってくる。このような痛みに対して、早期からの対処が移動
動作を維持することにつながり、介護予防に効果があると考えた。そのため高齢者の痛みに着目
し、介護保険制度の下での痛みへの対応がどのようになっているかを知るために調査を行なった。
その結果、調査総数１，０５０件のうち痛みの記載がある者の割合は５３．４％、５６１件にのぼった。しか
し、それら痛みへの対処数は少なく、そのうちの２９．２％、１６４件にみられたのみであった。しか
も、それらの半数が鎮痛剤と湿布の処方であり、薬物療法にとどまっていた。
今後は介護保険制度において痛みの評価を取り入れることが重要であり、医療者側は高齢者の痛
みへの積極的な対応を系統立ててやっていく必要がある。
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の有無にはカイ２乗検定を行なった。また数値データ
の場合には関連の度合いを相関係数で求めた。
結 果
筆者ら三人による取得ケース数は、総数１，０５０、そ
のうち痛みの記載があったケースは５６１、５３．４％で
あった（図１）。半数を超すケースに痛みがみられ
た。ここでは、痛みの記載がみられたケースを有痛者
とする。
平均年齢は、総数では８１．４９±８．７９歳で、有痛者で
は８１．５２±７．９６歳であった。有痛者の年齢階級別で
は、４０、５０歳代が６（１．１％）、６０歳代が４２（７．５％）、
７０歳代が１８７（３３．３％）、８０歳代が２５９（４６．２％）、９０、
１００歳代が６７（１１．９％）であった（図２）。有痛者では
８０歳代が最も多かった。
性 別 は、総 数 で は 男 性３２７（３１．１％）、女 性７２３
（６８．９％）で、有痛者は男性１２８（全男性の３９．１％）、
女性４３３（全女性の５９．９％）であった。圧倒的に女性
の有痛者が多かった。
有痛者の生活場所をみると、居宅４６９（８３．６％）、病
院入院中３７（６．６％）、介護特別養護老人ホーム２０
（３．６％）、介護老人保健施設１４（２．５％）、療養型医療
施設１３（２．３％）、グループホーム２（０．４％）、ケアハ
ウス１（０．２％）、不明５（０．９％）であった。つま
り、８割を超えるケースが居宅であった。
有痛者の介護度では、要支援が１３６（２４．２％）、要介
護１が２５３（４５．１％）、要介護２が８５（１５．２％）、要介
護３が４４（７．８％）、要介護４が２８（５．０％）、要介護５
が１５（２．７％）であった（図３）。要支援と要介護１を
合わせると３８９（６９．３％）となり、７割が介護度の低
いケースであることがわかった。
有痛者の生活場所を居宅とそれ以外（施設）に分け
て介護度との関連をみると（表１）、要支援と要介護
１のケースは自宅に在住し、要介護２以上は施設に入
所しているケースが多かった。
有 痛 者 の 痴 呆 老 人 自 立 度 で は、自 立 が２８７
（５１．２％）、Ⅰが１２８（２２．８％）、Ⅱが１０１（１８．０％）、
Ⅲが３９（７．０％）、Ⅳが５（０．９％）、Mが１（０．２％）
であった。痴呆の程度により日常生活が阻害されてい
るケース（自立度Ⅲ以上）は１割弱であった。
有痛者の関節拘縮の段階を最重度から拘縮なしまで
を１１段階に分けてみると、最重度０段階１３（２．３％）、
１０段階２（０．４％）、２０段階１２（２．１％）、３０段階５
（０．９％）、４０段階４５（８．０％）、５０段階２１（３．７％）、６０
段階８５（１５．２％）、７０段階７７（１３．７％）、８０段階１５０
図１ 有痛者の割合
図２ 有痛者の年代別構成 図３ 有痛者の介護度
表１ 生活場所と介護度の関連
要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
居宅（n＝４６９） １３０（２７．７％）＊ ２２９（４８．８％）＊ ６１（１３．０％） ２８（６．０％） １１（２．３％） １０（２．１％）
施設（n＝８７） ５（５．７％） ２２（２５．３％） ２３（２６．４％）＊ １６（１８．４％）＊ １７（１９．５％）＊ ４（４．６％）
χ２＝９１．５２ df＝５ p＜．００１ ＊ 調整済み残差２．０以上
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（２６．７％）、９０段階１１５（２０．５％）、１００段階３６（６．４％）
であった。関節拘縮が重度の者（３０段階以下）は３２
（５．７％）、中等度の者（４０～６０段階）は１５１（２６．９％）、
軽度の者（７０～１００段階）は３７８（６７．３％）であり、関
節拘縮が軽度の者は有痛者の７割弱を占めていた。
移動動作の程度を動作不可から可能までの１１段階に
分け、有痛者の移動動作の段階をみると、不可０段階
２０（３．６％）、１０段階８（１．４％）、２０段階３０（５．３％）、
３０段階３６（６．４％）、４０段階５０（８．９％）、５０段階７１
（１２．７％）、６０段階７８（１３．９％）、７０段階６７（１１．９％）、
８０段階１０４（１８．５％）、９０段階５４（９．６％）、１００段 階４３
（７．７％）であった。移動動作がほぼ不可の者（３０段階
以下）は９４（１６．７％）、一部可能な者（４０～６０段階）
は１９９（３５．５％）、ほぼ可能な者（７０段階以上）は２６８
（４７．７％）であった。有痛者の移動動作がほぼ可能な
者は半数を占めていた。
関節拘縮と移動動作の関連をみると、相関係数
０．４８５、１％水準で有意であった。関節拘縮の程度が
進むと移動動作に影響が及ぶということがいえる。
有痛者の第一位の病名では、変形性関節症１２０
（２１．４％）、脊椎疾患８７（１５．５％）、脳血管 障 害８６
（１５．３％）、高血圧および代謝障害７０（１２．５％）、精神
障害（認知症、うつ病、神経症）４８（８．６％）、骨折・
切断・脱臼３７（６．６％）、その他１１３（２０．１％）であっ
た（図４）。変形性関節症と脊椎疾患を合わせると
３６．９％を占めており、さらに脳血管障害や骨折等を含
めると移動動作に影響を与える可能性のある病名の
ケースは約６割に及んでいた。
また、有痛者の痛みの発生部位については、５２２
ケース（不明３９ケースのため）について、頭部７９、胸
部３、肩８６、上肢３８、背部１４８、腰部８５、下肢１１５、全
身３、多関節３、臀部１であった（図５）。総数で
５６１ヶ所に痛みが発生していた。そのうち１ケースが
２～３ヶ所の痛みを抱えている場合も３３ケースあっ
た。圧倒的に多い発生部位は背部、腰部、下肢であ
り、直接移動動作に関係する部位であった。また、
肩・上肢と頭部もかなりの数にのぼった。
頭痛のケースが多くみられたことから、それらケー
スの病名をみると、変形性関節症２２、脊椎疾患１８、脳
血管障害１７、高血圧及び代謝障害１０、その他１２であっ
た。さらに生活場所との関連をみると、居宅が７３、施
設が６となっていた。
有痛者に対する対応については、痛みの記載がある
にもかかわらず対応がなかったのは３７５件（６６．８％）
で、１６４件（２９．２％）に処置があり、２２件は不明で
あった。それらの処置（複数処置あり）は、鎮痛剤８７
件、湿布３７件、装具２８件、コルセット６件、リハビリ
５件、保存療法４件、手押し車２件、歩行器２件、
冷・温熱療法２件、放射線治療、針治療、足浴、マッ
サージ、ベッドの調達、圧迫靴下、住宅改修、手すり
の設置、杖が各１件であった（表２）。鎮痛剤と湿布
の処方が１２４件と対応の大半を占めていた。
図４ 有痛者の病名
表２ 痛みに対する処方
鎮痛剤 ８７件 装具 ２８件
湿布 ３７件 コルセット ６件
保存療法 ４件 圧迫靴下 １件
放射線治療 １件 ベッド １件
冷・温熱療法 ２件 手すり １件
リハビリ ５件 住宅改修 １件
針治療 １件 杖 １件
マッサージ １件 手押し車 ２件
足浴 １件 歩行器 ２件図５ 痛みの発生部位
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考 察
１．高齢者の痛みの状況
介護保険要介護認定申請者の資料に痛みの記載がみ
られたケースは、収集した資料１，０５０ケースのうち５６１
ケース（５３．４％）で、半数を占めていた。笠井・梶田
は地域で生活し、検診会場に来場できる高齢者（平均
年齢７０．４歳）を対象とした調査において、６１．８％の痛
み保有者を見出している６）が、今回の調査の対象者は
介護認定申請者であり、何らかの介護が必要になった
人たちであるため、笠井らの調査より平均年齢におい
ても高く、また日常生活の制約が出ている人たちであ
ることが予想されたが、痛みの発生割合は少なかっ
た。痛みはその個人のもつ意識内容であり、かつ主観
的なものなので、第三者が客観的に判断することは非
常に難しい問題である１）ため、日常生活をおくる上で
どのようなことが出来ないかに焦点をおいた介護保険
の調査資料からの痛みの発見は十分ではなかったと考
えられる。
男性に比べて女性の有痛者の割合が高いことは、男
性が全男性の３９．１％、女性が全女性の５９．９％を占めて
いることからも明らかである。また、女性は男性に比
べて痛みの閾値が低く、耐性も低いことが確認されて
いる６）。
有痛者の痛み発生部位で移動動作に直接関係するも
のとして考えられるのは、背部、腰部、下肢であり、
合わせて６２．０％であった。笠井・梶田は下肢痛、腰背
部痛は痛みの程度が強いことを明らかにしており、さ
らに、年齢階級が高くなるとその割合が高くなること
を示している６）。これらから背部、腰部、下肢に痛み
がある者は移動動作に支障を来たしていることが推測
される。
また、肩、上肢の痛みも１２４ヶ所あり、確認できた
ものの２２．１％を占めていた。この結果がどの程度のも
のであるかを知るために、同じ部位の調査結果のある
青山・村井の調査をみると、頸・肩・上肢痛が３１％を
占めており１）、これに比べるとやや少ない結果であっ
た。これらの痛みは移動動作の制限に直結しないが、
不快で、不安を引き起こすものであり、不動に繋がる
ことも予測される。
さらに、頭痛はかなり多くのケースにみられた。そ
のうち変形性関節症と脊椎疾患のケースは４０にのぼ
り、加齢とともに進行していく骨・関節系の痛みは、
将来への不安とともに移動や生活動作に不自由を来た
しているといえる。さらにこれらのケースは在宅であ
るため、孤立感が痛みを増幅させていることも考えら
れる。
有痛者の病名の変形性関節症、脊椎疾患、脳血管障
害合わせて２９１ケースからは慢性の痛みの発生が予測
された。
このように痛みの発生は背部、腰部、下肢からのも
のが多く、直接的に移動動作に支障をきたし、日常生
活を阻害する。人は痛みを避けるために、活動を避け
るようになっていくものである７）。そして寝たきりに
なることも多いだろう。それらに歯止めをかけるため
には、医療者は高齢者の痛みの訴えを注意して聞き、
痛みを軽減する、あるいはそれ以上に増悪させないよ
うにしつつ、人との交わりを増やし、少しでも楽し
く、そして楽な生活を送れるように援助すべきではな
かろうか。
２．高齢者の痛みと要介護度
有痛者の要介護度をみると、要支援と要介護１の
ケースが７割を占めていた。これらの人々への早期の
支援、つまり痛みに対しての有効な対応策が講じられ
るなら、介護予防となることが示唆された。特に要支
援、要介護１のケースは在宅が多いため（２７．７％、
４８．８％、p＜．００１）、デイケア・デイサービスなど外部
への勧誘も必要であろう。
３．痛みへの対応
痛みに対する対応がなかったケースは３７５
（６６．８％）もあり、有痛者の約７割が痛みの訴えを聞
き入れてもらえていない。痛みは、それを感じている
人間にとって、非常に大きな問題であるが、聞く方の
医療者側にとっては、激痛以外の痛みは仕方のないこ
とと思ってしまいがちである。その理由として慢性の
痛みは神経生理学的対応のみでは解決できない複雑な
事象であるということがある。
しかし、実際に高齢者が痛みを訴えている場合、医
療者側はその訴えを真摯に聞き、適正な評価を行な
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い、どのような対応がふさわしいのかを考え、施行し
ていくべきであると考える。
結 語
高齢者の痛みの発生状況とそれへの対応がどの程度
行なわれているかを調べるために調査をおこなった。
介護保険制度下における資料１，０５０ケースから、痛み
の記載がみられたのは５６１ケース（５３．４％）であっ
た。そのうち、痛みへの対応がなされていたのは１６４
ケース（２９．２％）であり、それらへの対応の半数は鎮
痛剤や湿布の薬物療法であることがわかった。さら
に、有痛者の７割が要支援と要介護１の介護段階であ
り、痛みへの適切な対応がなされるなら、介護予防に
なることが示唆された。医療者側の高齢者の痛みへの
着目、そして対応が重要であることがわかった。
本研究は平成１６年度ユニベール財団の助成を受けて
実施しました。
Abstract
There are many pains from loco−motor system of older
people by aging. These pains are chronic ones, and are
gradually to restrict their daily life. Considering the
preventative caring effectiveness, early stage management
maintains the patient’s movement is suggestible. The results
according to our research showed the response of general
pain of 561 in 1,050 cases. 164 in 561 cases received the
prescriptions. Three forth of those were underwent
medication.
Consequently, it should be adopted pain management in
the field of long−term Care Insurance System, and the
medical staff should pay more attention to the complaints of
pain in older people.
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